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１．人口の推移と年齢構成 （人） R1.9末

H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R1.9 割合 全市

2,275 2,244 2,174 2,087 2,086 9.4% 9.7%

13,630 13,231 12,915 12,573 12,548 56.5% 55.2%

7,370 7,467 7,545 7,596 7,590 34.2% 35.1%

3,694 3,685 3,686 3,651 3,644 16.4% 17.1%

3,676 3,782 3,859 3,945 3,946 17.8% 18.0%

２．世帯構成 R1.9末 ３．要介護認定の状況 R1.9末

世帯数 割合 全市 H31.3 R1.9 全市

2,986 23.7% 24.7% 699 666 7,508

1,577 12.5% 13.0% 9.2% 8.7% 8.3%

8,049 63.8% 62.3% 463 4,943

69.5% 65.8%

４．介護保険サービス事業所数　　 R1.9末

11

1

10

５．地域の状況（地域の特徴）

６．地域住民や専門職の状況

７．地域における相談内容の状況

生活サービス全般や困りごとへの対処、通院への同行や支援など介護保険サービスだけでは対応できない相談が増え、介

護保険サービスや高齢者福祉サービスに対しては、受け身の感情が強い。また、認知症が疑われる症状があっても、早期

発見・早期相談・専門医受診につながらないケースがある。

除排雪サービス、緊急通報システム、在宅福祉委員の安否確認など公的サービスのみを頼り、地域住民相互の見守りや助

け合いが広がらない場面もあるのではないかと推測する。

高齢者だけではなく、その世帯・家族にも多種多様な問題を抱えているケースが増えている。

予防給付実績（人）

（再掲）65～74歳

高齢者単身世帯

高齢者複数世帯

その他

（再掲）75歳以上

居宅介護支援事業所

給付率（％）

運転免許を返納するなど、自家用車を利用しない高齢者にとっては、徒歩圏内にスーパーや病院がなく、交通機関を利用

するにも不便で、買い物・通院などの生活に必要な行動に不便なエリアがある。

温泉、銭湯の公衆浴場や老人福祉センターの閉鎖に伴い、入浴が困難となる住民が増えた。また、灯油の配達で、法律上

自宅内への配達ができないため、灯油の補充が困難などの困りごとが生じており、生活に影響がある。

町会役員や民生児童委員（以下「民生委員」という。）、在宅福祉委員の高齢者の見守り活動等の負担が大きくなってい

るが、地域への関心が薄い住民が多くなり、特に若い世代では、主体となって地域活動を実践する住民が少ないと思われ

る。

「民生委員とケアマネジャーの連携ガイド」を配布した後も、ケアマネジャー側からの地域との連携に関する相談は少な

い。

事業対象者・要支援認定者（人）

事業対象該当率・要支援認定率（％）

地域密着型サービス

小規模多機能型居宅介護

圏　域　の　現　状　と　課　題

年少人口

生産年齢人口

高齢人口
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８．地域ケア会議を中心とした日常生活圏域レベルの地域課題の整理

優先

順位

1

2

3

4

5

９．そのほか地域の現状やニーズに基づく地域課題

1

2

3

地域の問題 問題が生じている要因 地域課題

地域に助け合いの意識や活動が少ない

ため、気になる高齢者に気づくことが

できず、必要な支援につながりづら

い。

若い世代（30～40代）にもともと地域

という意識がない・生まれ育っていな

いと地域に愛着がない・アパート住ま

いが多い・地域とつながる意識がな

い・困難性の多様化（関わりたくな

い）・地域活動に興味や関心がない

地域とつながる意識をもつことで、高齢

者の困りごとやSOSを拾える人が増え

る。

移動の利便性が悪いため、外出に消極

的になる。

社会資源不足により、公的サービスだ

けでは対応できないニーズがある。

近所で助け合うという意識がない・

ちょっとした助け合いの仕組みが少な

い・能力はあっても楽なほうへの依存

心が強い（本人・家族）・有料より無

料、インフォーマルよりフォーマル

サービスを好む市民性（借りをつくり

たくない）

地域住民の一員としての自覚をもつこと

で、お互いに助け合う意識をもつ人が増

える。

地　域　課　題 各業務での取組み

早期に相談できないことで、希望する

生活が送れなくなる。

相談先や相談のタイミングが分からな

い・何を相談したらいいか分からな

い・（認知症を）隠したがる・支援を

必要とする状況が分からない、認めた

くない（本人・家族）

相談先や相談のタイミングを周知するこ

とで、早い段階で困りごとを誰かに伝え

られる人が増える。

介護保険サービスを使い始めると、地

域とのつながりが途絶えてしまう。

ケアマネジャーと地域がつながらない

ことで、本人の状況を共有できず、よ

り適切な支援につながらない。

ケアマネジャーに地域とつながる意識

が少ない・ケアマネジャーも地域も協

働する意識が少ない・協働するメリッ

トが分からない・ＩＣＦの視点がな

い・インフォーマルをアセスメントす

る意識がない・民生委員とケアマネ

ジャーの連携ガイドが活用されていな

い

ＩＣＦの視点でマネジメントすること

で、ケアマネジャーと地域が協働するこ

とができる。

他分野（医療、児童、障がい等）との

連携が不十分で、世帯への支援が円滑

にすすまない。

世帯全体をみて他分野とつながろうと

する意識が少ない・入口の段階で相談

を受け付けてもらえない・お互いの役

割や連携の在り方を平場で話し合う機

会がない

お互いの理解を深めることで、他分野

（医療、児童、障がい等）と連携して支

援ができる。

地域の専門職種相互の連携強化が求められるが、医療介護連携が進んでいない。

重　点　活　動

地域とつながる意識をもつことで、高

齢者の困りごとやSOSを拾える人が増

える。

・広報紙やリーフレット、出前講座を通じて若い世代や地域の関係機関に、地域と

つながる重要性や見守りについて周知する

・町会や地域活動を把握する

・地域ケア会議を開催する

地域住民の一員としての自覚をもつこ

とで、お互いに助け合う意識をもつ人

が増える。

・地域関係者との懇談会や地域住民への出前講座等で事例を紹介し、相談先や相談

のタイミングを周知する

・リーフレットを作成し、町会班長や介護予防支援業務等でセンターが支援してい

るケース、訪問先で配布する（口コミの活用）

・地域ケア会議を開催する

ＩＣＦの視点でマネジメントすること

で、ケアマネジャーと地域が協働する

ことができる。

・ケアマネジメント研修会を開催する（合同・圏域）

・介護予防支援業務等において、圏域内の居宅介護支援事業所に新たに委託した

ケースについて、ＩＣＦの活用について助言する
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①　包括的支援事業

ア　地域包括支援センターの運営

（ｱ）　総合相談支援業務

【根 拠 法 令】介護保険法１１５条の４５第２項第１号

【　目　的   】地域の高齢者等が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう，地域に

　　　　　　　おける関係者とのネットワークを構築するとともに，高齢者等の心身の状況や生活実態，必要な支援等を

　　　　　　　幅広く把握し，相談を受け，地域における適切な保健・医療・福祉サービス， 関係機関または制度の利

　　　　　　　用につなげる等の支援を行う。

評価

○ネットワーク構築機関数 37 機関

○ネットワーク構築回数 47 回

懇談会（開催，参加）

町会行事

在宅福祉ふれあい事業

○総合相談対応件数

○相談形態内訳（延）

○対象者の年齢内訳（実）

総合相談

その他 8件 6件 4件

H29 H30 R1.12末

65歳以上 673件 685件 570件

65歳未満 17件 25件 11件

訪　問 317件 362件 300件

H29 H30 R1.12末

面　接 114件 131件 123件

H29 H30 R1.12末

電　話 413件 464件 416件

実件数 690件 710件 581件

延件数 852件 963件 843件

-

種　　別

9回

回数

その他 2回

1回

地域密着運営推進会議 25回

その他 11機関

実績

機関名
機関数

圏域内

町会（5町会） 6機関 5機関

在宅福祉委員会（4委員会） 3機関

民児協定例会 5回

5回

事業内容
令和元年度　活動評価

介護保険事業所 12機関 8機関

3機関

老人クラブ 1機関 1機関

・町別に相談件数と高齢者人口を比較する

と、鍛治2丁目の相談率が低い結果であっ

たことから、鍛治地区で町会館を会場とし

た健康づくり教室の開催を通じて、支援が

必要な高齢者の早期発見、相談のための

ネットワーク構築に取り組んだ。準備段階

から町会役員や民生委員と協働し、教室運

営のために地域包括支援センター（以下

「センター」という。）職員が定期的に町

会館へ出向くことで、顔を合わせる機会が

増え、センターを身近に感じてもらうこと

ができた。この取り組みがセンターへの相

談につながっているか、次年度に分析する

必要がある。

・「民生委員」からの相談件数は、年々着

実に増加しているが、地域別の相談率に差

があるため、引き続き民生児童委員協議会

定例会への参加や地域ケア会議の開催、見

守りネットワーク事業での情報交換等を通

じて、相談しやすい関係構築に努めてい

く。

・「町会・在宅福祉」からの相談が少ない

要因として、兼務している民生委員の立場

で相談していることも考えられるが、今後

も定期的に役員会や行事等への参加を継続

し、相談しやすい関係構築に努めていく。

・「本人」「家族・親族」「知人・近隣」

からの相談も年々増加傾向にある。セン

ターの役割や気になる高齢者に気づく視点

について、地道に周知に努めてきた結果と

評価できる。

・地域の担い手からの直接的な相談でなく

ても、地域住民にセンターを紹介してくれ

ている可能性もあるため分析が必要。

職能団体・連協 2機関 -

民生委員（2方面） 2機関 2機関
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・これまでセンターに相談

したことがない地域の担い

手からの相談が増える。

・潜在的に相談できていな

い人からの相談が増える。

・ネットワークの推進

→町会単位に担当職員を配置し、担当職員を中心に民生児童委員協

議会定例会や町会行事等へ参加する。

→地域密着型運営推進会議へ参加する。

→民生児童委員協議会と協働し、センターの役割や「民生委員とケ

アマネジャーの連携ガイド」に関する勉強会を開催する。

→民生委員と独居高齢者の情報を共有する。

・相談先や相談のタイミングの周知

→相談のイメージを持ってもらえるよう、センターの役割や相談対

応事例を紹介する。

→若い世代や地域の関係機関に、地域とつながる重要性や見守りに

ついて周知する。

→広報紙やリーフレットの配布、地域の担い手との懇談会、出前講

座、地域ケア会議、認知症サポーター養成講座等の機会を活用し、

周知する。

・実態把握を拒否する世帯にも、パンフレットや広報紙を投函する

等、センターの存在を周知する。

・相談状況の把握、分析

→町毎に相談件数や相談内容を集計し、結果はデータベース化して

センター全体で共有する。

→新規の相談者にセンターの存在を知ったきっかけを確認する。

・センターの認知度調査

→センターの認知度に関するアンケートを実施する。

→見守りネットワーク事業や健康づくり教室等での実態把握時に、

センターの存在や役割を知っているか確認する。

→調査結果はデータベース化し、センター全体で共有する。

・ネットワーク構築機

関、回数

・相談対応件数（実・

延）

・相談形態内訳

・相談者の続柄内訳

・相談内容内訳

・圏域の高齢者人口に

対する町別相談率

・相談件数に対する地

域（民生委員、町会・

在宅、知人・近隣）か

らの町別相談率

・センターの認知度、

相談経路

・新規の相談者数

・圏域の高齢者人口に

対する実態把握率

・新規の実態把握率
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（ｱ）　総合相談支援業務

評価

○相談者の続柄内訳（重複あり）

〇地域別相談率

○相談内容内訳（重複あり）

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

総合相談

・見守りネットワーク事業の民生委員との

情報交換や報告は、センター職員が民生委

員宅を訪問し、1対1で行うことを原則とし

ている。対象者以外の気になる高齢者につ

いても聞き取りし、必要時にはセンターで

状況確認し、ケアマネジャーへつなぐ等の

対応を行った。

・病院併設のセンターのため、外来患者や

地域住民の来所相談が多い。センターに相

談担当の職員を配置することで、適切に対

応できている。また、圏域外の対象者にも

必要な情報提供を行い、担当のセンターに

つないでいる。

・介護保険関係の相談が大半を占めるが、

介護保険制度だけでは対応しきれない相談

も増えており、相談内容に応じて必要な情

報提供を行った。

・認知症に関する相談は平成30年度に比べ

減少した。地域別に認知症の相談件数を比

較すると、富岡地区からの相談が少ない結

果となった。高齢者自身や家族が早期に相

談できるよう、認知症の正しい理解やセン

ターの役割の周知に継続して取り組んでい

く。

・実態把握の実施数は、目標数値の約95%

の達成率となる見込みである。「予防給

付」と「その他」の実施件数は、例年と比

較しほぼ横ばいであるが、見守りネット

ワーク事業の実施が平成30年度に比べ2

クールと少なかったことが、目標を達成で

きなかった主な要因と考えられる。

・地域支援事業での実態把握数は、平成30

年度に引き続き60％以上（内、新規は

80％以上）を維持している。今後も積極的

にアウトリーチし、新規の実態把握に努め

ていく。

・民生委員や配食サービス事業者から、年

間数件の安否確認の依頼があるが、緊急連

絡先や主治医を把握していたことで、迅速

に状況確認することができた。今後も可能

な限り実態把握に努めていく。

・出前講座やにしぼりカフェで老い支度を

テーマとした講話を実施したところ、参加

者へのアンケートでは、終活に関心のある

人が多いことがわかった。

H29 H30 R1.12末

本人 420件 474件 429件

家族親族 436件 475件 446件

民生委員 17件 26件 28件

町会・在宅福祉 2件 2件 1件

知人・近隣 2件 15件 23件

ケアマネジャー 85件 119件 101件

介護保険事業所 29件 29件 31件

その他 20件 24件 13件

医療機関 64件 80件 89件

行政機関 14件 25件 8件

H29 H30 R1.12末

介護保険・総合事業 667件 695件 638件

保健福祉ｻｰﾋﾞｽ 78件 131件 99件

介護予防 4件 18件 7件

健康 14件 33件 45件

認知症 27件 64件 33件

32件 51件 42件

権利擁護

その他 78件 74件 47件

6件 14件 9件

住まい
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画
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（ｱ）　総合相談支援業務

評価

○利用者基本情報作成状況

新規 新規 新規

823件 790件 767件

作成数 予防給付 351件 171件 276件 63件 179件 41件

　　 見守り 46件 44件 164件 151件 97件 82件

その他 388件 282件 384件 234件 305件 167件

785件 497件 824件 448件 581件 290件

95.4% 104.3% 75.7%

再）地域支援事業分

新規 新規 新規

434件 326件 548件 385件 402件 249件

55.3% 65.6% 66.5% 85.9% 69.2% 85.9%

実績

目標数値(A)

H29 H30 R1.12末

把握率（B/C) 10.5% 10.9% 7.6%

事業内容
令和元年度　活動評価

高齢者人口（C) 7,467人 7,545人 7,596人

合　計(B)

達成率(B/A）

総合相談

H29 H30 R1

作成数(D)

割合（D/B）
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画
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（ｲ）　権利擁護業務

【根 拠 法 令】介護保険法１１５条の４５第２項第２号

【　目　的   】高齢者等が地域において尊厳のある生活を維持し，安心して生活を行うことができるよう，専門的・継続

　　　　　　　的な視点から，高齢者等の権利擁護のため，必要な支援を行う。

評価

○権利擁護相談対応状況

・ 対応件数（実数）

H29 H30 R1.12末

41件 49件 30件

13件 16件 12件

31.7% 32.6% 40.0%

340件 453件 234件

・ 対応事案内訳（項目重複あり）

H29 H30 R1.12末

4件 2件 3件

終結数 4件 1件 2件

終結率 100.0% 50.0% 66.7%

0件 0件 0件

24件 25件 21件

0件 0件 0件

278件 351件 181件

6件 1件 6件

〇相談者・通報者（新規ケース）

件数

6件

1件

2件

2件

1件

2件

その他 2件

※その他の内訳　成年後見センター、他センター

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

権利擁護相談

（高齢者虐待・困難事

例への対応、成年後見

制度の利用促進・消費

者被害の防止に関する

対応）

・対応件数30件中、新規ケースは16件で

全体の約53.3%となった。

・今年度は近隣住民からの相談がなかった

ため、出前講座等で異変に気づく視点の周

知を今後も積極的に行っていく必要があ

る。

・民生委員からの総合相談支援業務におけ

る新規相談件数は年々増加しているが、権

利擁護に関わる相談は1件と少なかった。

今年度は民生委員の改選期でもあり、今

後、民生児童委員協議会定例会などに参加

し、センターの役割や権利擁護の重要性な

どについて説明していく必要がある。

・権利擁護に関するケースのうち、医療と

連携して対応したケースが年々増加してい

る。困難性が高いケースが増えてきてお

り、問題が困難化・複雑化してから介入す

ることが多かったため、今後も困難事例に

関する広報啓発が必要である。

・月1回センター内で実施しているモニタ

リング判定会議で、困難ケースの支援経過

を共有し、支援の方向性や対応の終結等

を、3職種で確認できている。また、必要

に応じて毎朝のミーティングでも対応につ

いての相談・報告を行っている。

消費者被害

困難事例

その他

ケース数

対応回数

ケアマネジャー

民生委員

本人

親族

警察

医療機関

医療と連携

高齢者虐待

セルフネグレクト

成年後見等

9



事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・地域の担い手が、問題

を抱えた高齢者に気づ

き、センターに相談・通

報することができる。

・社会福祉士以外の職員

が、ネットワークを構築

できる。

・早期相談・通報に向けた取り組み

→相談・通報のイメージを持ってもらえるよう、センターの

役割や高齢者の異変に気付く視点の周知、権利擁護対応事例

の紹介を行う。

→地域の担い手との懇談会、出前講座、地域ケア会議、事例

検討会や研修会の機会を活用し、周知する。

→広報紙や町会の回覧板等に記事を掲載し、高齢者の異変に

気づく視点を周知する。

→地域の担い手から寄せられた相談については、対応結果を

フィードバックする。

・ネットワークの推進

→権利擁護業務に関する懇談会や研修会等に、社会福祉士以

外の職員も参加する。

→司法関係者と、ケース対応、成年後見事例検討会等の各種

懇談会や研修会を通じ、顔の見える関係性を構築する。

→法テラスや函館弁護士会の圏域担当弁護士との連携強化を

図る。

→センター職員や圏域の介護保険事業所向けの、圏域担当弁

護士による研修会の開催を検討する。

→ケース対応を通じ、成年後見センターとの連携を強化す

る。

・「函館市高齢者虐待対応支援マニュアル」に基づき、市や

関係機関と連携し、早期発見・対応に努める。

・権利擁護相談状況の把握、分析

・権利擁護相談対応件数

・権利擁護対応事案内訳

・相談・通報者内訳

・権利擁護に関する地域

の担い手からの相談件数

・権利擁護に関する研修

会や事例検討会の開催回

数

・研修会や事例検討会の

開催回数と参加機関、参

加者数

・研修会や事例検討会の

参加回数

・職種別権利擁護に関す

る懇談会や研修会の参加

回数
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（ｲ）　権利擁護業務

評価

〇高齢者虐待に関する研修会や事例検討会の開催

H29 H30 R1.12末

1回 2回 1回

2件 7件 1件

10人 21人 7人

● テーマ

〇高齢者虐待に関する研修会や事例検討会の参加

H29 H30 R1.12末

2回 2回 3回

〇困難事例に関する研修会や事例検討会の開催

H29 H30 R1.12末

1回 1回 1回

7件 11件 11件

15人 23人 21人

● テーマ

〇困難事例に関する研修会や事例検討会の参加

H29 H30 R1.12末

1回 0回 0回

〇成年後見制度（日常生活自立支援事業活用を含む）

　・消費者被害に関する研修会や事例 検討会の開催

H29 H30 R1.12末

1回 0回 0回

2件 0件 0件

12人 0人 0人

〇成年後見制度（日常生活自立支援事業活用を含む）

　・消費者被害に関する研修会や事例検討会の参加

H29 H30 R1.12末

5回 6回 3回

参加機関（実）

参加者数（延）

センター内

スキルアップ対策

参加回数

参加回数

開催回数

開催回数

参加機関（実）

参加者数（延）

参加機関（実）

参加者数（延）

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

参加回数

開催回数

・センター内事例検討会

「虐待の判断に至らなかったケースの対応方法に

ついての事例検討会」

・11月15日ケアプラン指導研修（事例検討会）

「家族の援助が困難な認知症を患った独居高齢者

の支援について」

・令和2年3月に高齢者虐待をテーマとした

事例検討会をセンター内で実施した。虐待

の判断に至らなかったケースについて、セ

ンターとしての対応方法、リスク管理につ

いて検討を行った。

・札幌で行われた高齢者虐待対応現任者標

準研修や、司法関係者との懇談会や事例検

討会に参加し、権利擁護に関する理解を深

めることができた。また、社会福祉士以外

の職員も成年後見事例検討会等に参加した

が、ケース支援に必要なネットワーク構築

までには至っていないため、今後も取り組

みが必要。

・圏域内のケアマネジメント研修に、圏域

担当弁護士を招き、法的なアドバイスや特

定援助対象者法律相談援助等の講義を行っ

ていただき、圏域内のケアマネジャーと弁

護士との関係性の構築を図ることができ

た。

・医療機関とのネットワーク構築のため、

研修会（はこだて入退院支援連携ガイドを

活用した研修会、入退院支援連携強化研修

会）に参加し、グループワークを通じて顔

の見える関係性を構築することができた

が、「相談シート」の活用について配布・

周知は行わなかった。

・毎朝のミーティングや月1回のモニタリ

ング判定会議で、困難ケースの支援経過や

支援方法について全職員で情報共有し、

ケース検討を行うことができているが、対

応能力については差があるため、今後も経

験の長い職員が中心となりフォローをして

いく。

・今年度は、高齢者虐待通報が7件と多

く、社会福祉士以外の職員も主担当として

対応した。今後は、全職員が高齢者虐待に

対応できるよう、職員のスキルアップが必

要。
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・社会福祉士以外の職員

も、相談の入口から権利擁

護対応の意識を持ち、支援

の方向性を考えることがで

きる。

・権利擁護業務に関するセンター内勉強会の開催

→相談受付票や虐待帳票の記載方法、報告書の提出方法、困難事例

分類表等について再確認する。

・支援の方向性の確認とフォローアップ

→毎朝のミーティングにおいて、相談受理したケースを全職員で共

有し、支援の方向性や対応状況を確認する。

→月1回実施するモニタリング判定会議で、支援経過を3職種で共有

し、支援方法や終結等を確認する。

→経験の少ない職員が対応する際は、必要に応じて複数対応とし、

センター全体の対応能力のスキルアップを図る。

・研修会への参加

→権利擁護に関する懇談会や研修会等に社会福祉士以外の職員も参

加する。

→センター職員として必要なスキルアップ研修に積極的に参加す

る。

→「函館市地域包括支援センター職員研修計画」により示されてい

る取り組み方針に沿って、必要な各種研修会へ参加する。

・センター内研修の開

催状況

・職種別権利擁護に関

する懇談会や研修会の

参加回数
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（ｳ）　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

【根 拠 法 令】介護保険法１１５条の４５第２項第３号

【   目　的    】高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう，個々の高齢者等の状況や変化に応じて，包括

　　　　　　　的かつ継続的に支援していくための地域における多職種相互の連携・協働の体制づくりや個々の介護支援

　　　　　　　専門員に対する支援を行う。

評価

〇合同ケアマネジメント研修会開催状況

H28 H29 H30 R1.12末

開催回数 ２回 ２回 ２回 ２回

・ 圏域の参加状況

1回目 2回目 3回目 4回目

案内送付数 11件 12件 9件 ０件

参加事業所数 9件 11件 ９件 ０件

事業所参加率 75.0% 91.0% 100.0% 0.0%

〇圏域内ケアマネジメント研修開催状況

・ 令和元年6月7日　西堀病院3階会議室（1回目）

圏域外

参加者

・令和元年11月15日　富岡町１丁目町会館（2回目）

圏域外

参加者 21人

居宅介護支援 11件

小規模多機能 ０件

身寄りのない（または家族の支援が得ら

れない）ケースについて、日頃どう対応

しているか情報共有ができた。弁護士に

よる「特定援助対象者事業」という法的

な制度活用について講義を行った。

参加事

業所数

圏域内

圏域居宅介護支援事業所管理者、主任介

護支援専門員との懇談会

内容

センター合同ケアマネジメント研修の案

内をもとに、今年度の研修会企画につい

て意見交換を行う。

圏域内参加事

業所数

9件

０件

０件

０件

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

包括的・継続的ケアマ

ネジメント体制の構築

①合同ケアマネジメント研修

・「ICFを学ぼう」というテーマで、多く

のケアマネジャーが、ICFの視点に立ち、

本人や地域の強みを活かしたケアマネジメ

ントを行うことができることを目的とし、

同じ内容での研修会を2回開催した。

・ICFの考え方を深めてもらうために、基

礎を学ぶことを重点に行ったことで、一定

程度の効果があったと評価できる。その反

面参加率は55％に留まり、研修内容から事

業所内での伝達にも限界があると思われ

る。アンケートの結果、「ICFを活用でき

ていない」との回答もあり、今後の研修会

でICFの必要性を感じていないケアマネ

ジャーへのアプローチが課題と考えられ

る。

②圏域内ケアマネジメント研修

・年度初めに、圏域内の居宅介護支援事業

所管理者、主任ケアマネジャーと懇談会を

開催し、「高齢者の自立した生活」につい

て話し合いを行った。「高齢者の自立」の

概念が曖昧だった、業務が多忙で実際に

ICFシートや課題整理表を利用するのは難

しいという意見があがった。研修内容につ

いては、事例を用いると分かりやすいとの

意見もあり、懇談会で出た内容を参考に合

同ケアマネジメント研修会に即した、ICF

の視点の研修会を開催した。

→「ICFの視点の必要性」について演習が

効果的行えるよう、「研修の目的」「高齢

者の自立した生活」「インテーク時にでき

ない事や困っている事の相談に終始し、

偏った視点になりがちな理由」についての

講義を行い、各自で振り返ってもらった。

9人

居宅介護支援事業所

小規模多機能事業所

テーマ
家族の援助が困難な認知症を患った独居

高齢者の支援について

テーマ

内容
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・ケアマネジメント研

修開催回数（他職種連

携，主任ケアマジャー

との連携）

・居宅介護支援事業所

の参加数（率）

・多くのケアマネジャー

が、ICFの考え方を活用し

たアセスメントができる。

①合同ケアマネジメント研修の開催

・令和元年度に引き続き、多くのケアマネジャーが、ICFの視点に

立ち、本人や地域の強みを生かしたケアマネジメントを行うことが

できるようになることを目的に実施する。

・「ICFの考え方を活用したアセスメントができるようになる」こ

とを目標に、2回開催する。

＜テーマ＞

　アセスメントに役立つ！！！ICFの活用法

＜内容＞

　前年度の振り返り

　アセスメントにICFを活用するとは！？

　ICFの視点を用いた情報収集と課題分析

　課題整理総括表の作成

　

②圏域内ケアマネジメント研修

・圏域内の居宅介護支援事業所管理者、主任ケアマネジャーとの懇

談会を開催し、令和元年度に開催した圏域内ケアマネジメント研修

会についての意見や、今年度の研修の在り方を話し合い、研修の企

画をする。

→ICFの考え方を活用し、ICF演習シートを用いて課題分析し、ケア

プランの「総合的な課題」へと転換できるまでを事例を用いて一緒

に行う。

・圏域内の居宅介護支援事業所の意見を参考に、困難ケースの事例

検討会を企画・開催し、事業所同士の意見やアドバイスをもとに支

援のスキルアップを図るとともに、事業所同士の連携強化を図る。

・圏域内の居宅介護支援事業所の意見を参考に、多職種・他機関と

の連携強化を視野に入れた研修会を企画・開催する。

・ケアプランチェックを行い、ICFの視点での助言、アドバイスを

行う。
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（ｳ）　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

評価

・令和2年2月18日　西堀病院3階会議室(3回目）

9件

0件

圏域外

参加者

・令和2年3月10日　富岡町1丁目町会間（延期）

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

包括的・継続的ケア

マネジメント体制の

構築

インテーク（初回面談、相談）時に、Ｉ

ＣＦの視点で聞き取りができる～事例を

通して一緒に演習しましょう～

→今後実際の実務で活用し役立ててもらえ

るよう、ICF演習シートを独自に作成し、

実際の事例を用いて一緒に演習すること

で、インテーク時のICFの視点を効果的に

学んでもらった。

→ケアマネジャー自身の事例を用いて、少

人数のグループで演習を行うことで、「高

齢者の自立した生活」に視点を置いたプラ

ンの目標設定まで効果的に行えた。

→3回目以降は、圏域内の居宅介護支援事

業所を2グループに分けて実施した。3回目

は、対象の事業所全てから申し込みがあっ

たが，当日業務の都合で欠席した方もお

り、参加率は8割となった。4回目は、新型

コロナウィルスの影響で延期となったた

め、令和2年度に開催する予定である。来

年度も合同ケアマネジメント研修後に、引

き続きICFの視点に特化した圏域内ケアマ

ネジメント研修を検討し、開催していく。

・多職種・他機関との連携強化を視野に入

れ、困難ケースの事例検討会と医療連携の

研修会を企画開催した。

→独居で認知症状があり自己判断が困難

で、かつ家族が精神疾患を患っているケー

ス支援についてグループワークを行い、悩

みや類似するケースの支援について情報共

有を図ることで支援を振り返り、今後の支

援に役立ててもらった。

→事例の内容に合わせ、弁護士による「特

定援助対象者法律相談援助制度」の講義を

行い、法的な対応方法について意見を聞く

ことができ、今後の支援に役立ててもらっ

た。

③医療・介護連携研修会への協力

→函館市医療・介護連携支援センター主催

の入退院支援連携強化研修会への協力を行

い、入退院に必要な情報共有について理解

を深めることができた。

0件

9人

テーマ

参加事

業所数

圏域内

テーマ

インテーク（初回面談、相談）時に、Ｉ

ＣＦの視点で聞き取りができる～事例を

通して一緒に演習しましょう～

合同のケアマネジメント研修の内容を振

り返りながら、実際にICFシートの演習

しICFの視点に必要な聞き取りが不足し

ていた点に気づいてもらう事ができた。

居宅介護支援事業所

小規模多機能事業所

内容
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

16



（ｳ）　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

評価

○支援件数

H29 H30 R1.12末

5件 6件 7件

4件 6件 7件

80.0% 100.0% 100.0%

○対応方法(重複あり）

H29 H30 R1.12末

情報提供 2件 2件 0件

支援方針の助言 3件 4件 6件

計画作成助言 0件 0件 0件

地域の繋がり 0件 0件 0件

ケアマネ変更支援 3件 2件 6件

0件 1件 0件

○課題の背景(重複あり）

H29 H30 R1.12末

4件 3件 4件

1件 3件 3件

4件 2件 5件

1件 0件 0件

ケース数

終結件数

終結率

その他

本人

家族

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

介護支援専門員に

対する個別支援

・支援の終結率は100％で、平成30年度に

引き続き，ケアマネジャーからの電話や来

所での軽微な相談が多く、相談しやすい環

境づくりは図られている。

・ケアマネジャーの変更支援にかかる対応

が若干多く、支援に至った要因について

は、居宅介護支援事業所管理者や主任ケア

マネジャーを交えて検証したが、センター

内での協議にまでは至らなかった。また、

平成30年度同様、電話や来所での軽微な相

談件数を計上できておらず、個別支援を分

析する情報量が少ないことから、センター

内でケアマネジャーに対する個別支援の意

識強化が今まで以上に必要と感じた。そこ

で、令和2年度は、「ケアマネ支援モニタ

リング一覧表」を新たに作成、これを活用

し、業務カンファレンスで報告しながら情

報共有と協議を行い、センター職員全体で

のケアマネジャー支援のスキルアップを図

る。

ケアマネ

その他
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事業目標 計画 評価指標

・毎月センター内で実施している全職員による業務カンファレンス

の場で、ケアマネジャーに対する個別支援ケースについて報告し、

職員全員で支援内容を共有するとともに、終結に向けた支援内容を

協議をする。また、ケアマネジャーと地域とのつながりを視野に入

れたケース支援について、主任ケアマネジャーから全職員へ周知す

る。

→「ケアマネ支援モニタリング一覧表」を作成・活用し、センター

内協議を実施する。

・ケアマネジャーに対する個別支援の対応の振り返りを行うこと

で、全職員のケアマネジャーへの支援のスキルアップを図る。

→居宅介護支援事業所のケアマネジャーが支援困難と感じている背

景を分析し、今後の支援に役立てる。

→個別支援内容の集計データをもとに、圏域内の居宅介護支援事業

所向け研修会を企画するとともに、研修テーマの根拠とする。

・介護予防支援業務等において居宅介護支援事業所へ委託したケー

スのケアプランチェックを行い、ICFの視点から助言、地域との連

携支援に向けたアドバイスを行う。

・「民生委員とケアマネジャーの連携ガイド」を活用するための周

知啓発を実施する。

・支援ケースのうちケ

アマネジャーが地域と

連携するための支援を

したケースの数

令和２年度　活動計画

・ケアマネジャーが地域と

のつながりを視野に入れた

ケアマネジメントができ

る。
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（ｴ）　地域ケア会議推進事業

【根 拠 法 令】介護保険法１１５条の４８

【　目　的   】地域包括ケアシステムの構築のため，地域ケア会議を開催し，介護サービスだけでなく，様々な社会

　　　　　　　資源が有機的に連携することができる環境を整備し，高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営む

　　　　　　　ことができるよう支援を行う。

評価

○個別ケースの検討を行う地域ケア会議の開催

　状況

○参加者・機関

○個別課題（キーワード・重複あり）

※その他の内容

・児童虐待の経緯がある未成年の孫と同居

・障がい児を含む幼い子を高齢な本人が養育

○検討した支援内容

○地域とケアマネジャーがつながる仕組みづくり

　に向けた検討を行った回数

3回

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

個別ケースの検討を行

う地域ケア会議

・新型コロナウイルスの影響で、予定して

いた会議を開催することができなくなり、

目標数値は達成できなかった。

・個別ケースの検討を行う地域ケア会議の

担当者とケース担当者で、事前協議を行う

ことで、目的や効果等を明確にした会議を

開催することができた。今後はセンター全

体での事前協議、開催結果の共有方法を検

討していく。

・多様な問題を抱える世帯が増加するな

か、他分野（障がい、児童等）の関係機関

を参集した会議を2回開催した。各分野の

範囲内での問題意識はあるが、高齢者を含

む世帯全体の問題として捉える視点、高齢

分野とつながろうとする意識が少ないと感

じた。今後も他分野との情報共有や関係機

関のネットワークの重要性をお互いに確認

し合う会議を開催していく。

・センター独自に作成した連絡票と連絡先

のフローチャートを参集者に配布し、民生

委員とケアマネジャーをつなぐツールとし

て活用するほか、関係者の役割を明確にす

ることでネットワークの強化を図った。

・ケアマネジャーからのケース提供は0

件。「民生委員とケアマネジャーの連携ガ

イド」配布後の反応もなく、ケアマネ

ジャーの地域とつながる意識がまだまだ少

ない。今後も地域ケア会議の開催を通じ

て、ケアマネジャーと民生委員等をつなぐ

ことで、地域に目を向ける意識づけやイン

フォーマルサービスも取り入れたケアマネ

ジメントへの意識向上を図っていく。

H29 H30 R1.12末

目標数値 5回 5回 5回

開催回数 5回 5回 4回

達成率 100.0% 100.0% 80.0%

健康管理に関する課題 3件

日常生活に関する課題 2件

認知症や精神疾患による問題行動 1件

家族、民生委員、保佐人、ケアマネ

ジャー、介護保険事業所、亀田福祉課、生

活支援課、次世代育成課、ひとり親サポー

トステーション、児童相談所、はこだて療

育自立支援センター、養護学校、小学校、

中学校、中央警察署生活安全課、法テラ

ス、北海道銀行

サービス利用に関する課題 2件

経済面の課題 2件

家族の課題 3件

支援者との関係に関する課題 2件

地域との関係についての課題 1件

その他 2件

地域における見守り体制の構築 4件

関係機関における見守り・支援体制の構築 4件

サービス等利用調整 2件

サービス・制度等の拡充 1件

地域住民への周知 0件

家族への支援 0件

地域づくり 0件

健康管理に関する支援 1件

関係機関のネットワーク構築 4件

地域のネットワーク構築 3件
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・ケアマネジャーが地域と

つながる必要性を理解し、

連携して支援することがで

きる。

・認知症を理解し、地域で

見守る協力者が増える。

・複合的課題をもった世帯

に関わる支援者同士が、互

いの立場や役割を理解し、

連携して支援することがで

きる。

・ケアマネジャーと地域をつなぐことで、インフォーマルサービス

も取り入れたケアマネジメントへの意識向上を図る。

→ケアマネジャーに対する個別支援を通じて、ケアマネジャーと地

域ケア会議開催の必要性を検討する。

→圏域内の居宅介護支援事業所管理者、主任ケアマネジャーとの懇

談会にて、地域ケア会議に独居で認知症を患い自宅生活が困難にな

りつつあるケースを提供してもらうよう依頼する。

→ケアマネジャーと一緒に参集予定者を検討する。

→会議の有効性や効果をケアマネジャーに周知し、活用を促進す

る。

・多種多様な関係機関の参集を検討し、課題の解決やネットワーク

の充実を図る。

→センター独自に作成した連絡票と連絡先のフローチャートを参集

者に配布する。

・センター全職員が会議を企画・運営できるよう、資質向上を図

る。

→会議の目的や効果について明確にし、センター全体で開催の有無

を検討する。

→会議終了後に振り返りを行い、センター全体で検討結果等を共有

する。

→個別課題や検討結果を分析し、地域課題を整理する。

・開催回数と計画達成

率

・ケアマネジャーと地

域がつながり、ネット

ワーク構築機能を有し

た回数

・地域における認知症

の方への支援および地

域での見守り体制の構

築方法について検討し

た回数

・他分野（医療、障が

い、児童等）の関係機

関とのネットワーク構

築機能を有した回数
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（ｴ）　地域ケア会議推進事業

評価

○ケアマネジャーからのケース提供　　　　

○個別ケースの検討から把握した地域の問題

・ケアマネジャーに地域と繋がろうとする意識が

　少ない。

・他分野との連携が不十分で、世帯への支援が円

　滑に進まない。

○地域課題の検討を行う地域ケア会議の開催状況

○テーマ及び主な参加機関

・令和元年11月18日　中道第二町会館

・令和2年3月24日　富岡町一丁目町会館

○明確になった地域課題

・見守りについて、民生委員や町会役員の力だけ

　では限界があり、見守りをできる町民を一人で

　も増やすためにどうしたらいいか検討する必要

　がある。また、地域ケア会議に一般住民に参加

　してもらうための工夫が必要であるため、今後

　の懇談会や地域ケア会議で話し合う必要があ

　る。

・地域の担い手だけではなく、地域にある社会資

　源ともつながることで、支援が必要な高齢者の

　情報を、早い段階でキャッチすることができ

　る。

・若い世代も地域ケア会議に参集し、意見を取り

　入れ、協働することで地域の活性化が図れる。

個別ケースの検討を

行う地域ケア会議

0件

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

地域課題の検討を行

う地域ケア会議

・新型コロナウイルスの影響で、予定して

いた会議を開催することができなくなり、

目標数値は達成できなかった。

・中道2丁目は、民生委員、町会役員、在

宅福祉委員、老人クラブを参集して開催

し、顔の見える関係性づくりのために何が

必要かをテーマに話し合いを行った。その

なかで、センターで関わった2事例を報告

し、顔を合わせなくても見守りができるイ

メージを持ってもらった。参加者から、見

守りについて地域住民にも知ってもらうた

め、町会回覧板に記事を掲載し、市で発行

した地域の見守りについて啓発するリーフ

レットを配布してはどうかと提案があり、

令和2年2月に実施した。現在のところ反響

等はなく、今後の取り組みについて令和2

年3月の懇談会で話し合う予定であった

が、新型コロナウイルスの影響で中止と

なったため、次回懇談会で話し合う予定で

ある。

・富岡町では、富岡町全体の問題を抽出

し、富岡町一丁目町会と東富岡町会の民生

委員、町会役員、在宅福祉委員を参集して

開催した。センターで相談対応したケース

を報告し、早期相談の重要性について共有

した。検討の結果、地域の担い手だけでは

なく、地域にある社会資源とのつながりや

若い世代も取り込んでの地域ケア会議の開

催が必要との意見があった。今後は年に2

回（前期・後期）継続して開催する予定。

H29 H30 R1.12末

目標数値 2回 3回 3回

開催回数 2回 3回 2回

達成率 100.0% 100.0% 67.0%

テーマ
ご近所同士、顔の見える関係性作り

のために何が必要か？

参加機関
民生委員、町会役員、在宅福祉委

員、老人クラブ

テーマ

①地域の担い手や包括が協働相談で

きる「しくみづくり」

②若い世代に地域で行っている活動

等を知ってもらうには、どうしたら

よいか

参加機関 民生委員、町会役員、在宅福祉委員
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・住民主体の見守り活動

に取り組めるよう、仕組

みをつくる。

・地域にある問題を地域

住民と共有し、地域課題

を抽出することができ

る。

・中道1丁目（新規）

→地域の担い手に、支援が必要な高齢者について早期にセン

ターへ相談してもらえるよう、地域ネットワークの構築を図

る。

・中道2丁目（継続）

→見守りのできる地域住民を一人でも多く増やすためにはど

うしたらいいか意見交換し、仕組みづくりを検討する。

・鍛治（継続）

→地域の問題や地域課題を共有し、住民主体の見守り体制の

構築、センターとの協働方法について意見交換・検討する。

・富岡町1丁目（継続）

→地域で見守り、助け合う協力者を増やすために意見交換

し、地域の課題を共有する。

・東富岡（継続）

→地域で見守り、助け合う協力者を増やすために意見交換

し、地域の課題を共有する。

・日常生活圏域レベルの地域課題を整理する。

→気づき・仮説を地域課題に転換し、対応の優先順位や対応

方法等を検討する。

・センター全職員が会議を企画・運営できるよう、資質向上

を図る。

→町会単位に担当者を配置し、地域の活動や困りごと等の情

報収集に努める。

→会議の目的や効果を明確にし、センター全体で開催の有無

を検討する。

→ 会議終了後に振り返りを行い、センター全体で検討結果等

を共有する。

・開催回数と計画達成率

・地域とケアマネジャー

等がつながる仕組みづく

りに向けた検討を行った

回数

・地域における見守り体

制の構築方法について検

討した回数
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イ　生活支援体制整備事業

（ｱ）　第２層生活支援コーディネーター業務

【根 拠 法 令】介護保険法１１５条の４５第２項第５号 

【　目　的　】地域における住民主体の助け合い活動を促進する仕組みおよび高齢者の社会参加を促進する仕組みの創

　　　　　　　出ならびに充実を行う。

評価

○新たに構築したネットワーク

・函館大谷短期大学

・大願寺

○開催状況

H29 H30 R1.12末

開催回数 2回 3回 2回

○テーマ及び主な参加機関

・令和元年11月18日　中道第二町会館

・令和2年3月24日　富岡町一丁目町会館

・令和元年7月20日

・令和元年9月21日

・令和2年1月25日

参加機関 民生委員、町会役員、在宅福祉委員

感染について講話、マシンを使った

運動、カフェタイム等

〇にしぼりカフェ（地域サロン）への支援

内容
熱中症について講話、マシンを使っ

た運動、カフェタイム等

内容
終活について講話、マシンを使った

運動、カフェタイム等

実績
事業内容

令和元年度　活動評価

第２層生活支援

コーディネーター活動

・地域課題の検討を行う地域ケア会議と同

様(P21～22）

・町会単位に担当者を配置。民生児童委員

協議会や町会、在宅福祉員会の定例会・行

事への参加を通じて、既存のネットワーク

の強化に努めた。

・これまで関わりの少なかった在宅福祉委

員会にもアプローチし、懇談会の開催や定

例会・行事への参加を通じて、新たにネッ

トワークを構築することができた。

・にしぼりカフェは、当初「認知症カ

フェ」として活動する予定でいたため、認

知症の当事者や家族に対して参加をアプ

ローチする等の支援を行った。

・鍛治地区で、準備段階から町会役員や民

生委員と協働した健康づくり教室を開催し

た。特に団地での近所付き合いが希薄に

なっている現状から、鍛治団地に先行して

パンフレットを戸別配布し、時期をずらし

て町会回覧板でも参加を募り、団地や近隣

から十数名が参加した。教室自体は終了と

なったが、顔見知りとなった参加者同士が

自宅でお茶会をしたり、欠席した参加者の

様子を見に行く等、新たな交流が生まれ

た。また、参加者でもある町会役員に誘わ

れ、これまで無関心だった町会行事や地域

のサロンにも参加するようになる等、高齢

者の社会参加を促進する仕組みの一つとし

て、効果があったと評価できる。

・大谷短期大学の学生支援部部長の教員と

センターの取組みについて情報共有を行

い、今後、センターの活動の広報に協力い

ただけるようなつながりを持つことができ

た。

・大願寺（銭亀町）では「てらひろば」と

いう地域交流イベントを平成30年から開

催している。地域包括支援センターたかお

かと訪問し、センターの役割等の説明や寺

を取り巻く現状、寺同士のネットワーク等

についての情報交換を行った。圏域内にも

和合寺など比較的規模の大きい寺があるた

め、今後、認知症カフェや地域サロン等の

開催に向けアプローチしていく。

テーマ
ご近所同士、顔の見える関係性作り

のために何が必要か？

参加機関
民生委員、町会役員、在宅福祉委

員、老人クラブ

テーマ

①地域の担い手やセンターが協働相

談できる「しくみづくり」

➁若い世代に地域で行っている活動

等を知ってもらうには、どうしたら

よいか

内容
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・地域住民主体の自

主活動が効果的に継

続できる。

・地域住民主体の活

動の場が拡充するこ

とで、地域住民の主

体的な活動意欲が高

まる。

・地域にある住民主

体の活動の場を把握

し、高齢者が活動に

参加できる。

・新たな担い手と既

存の組織や社会資源

とをマッチングす

る。

・富岡町一丁目町会、東富岡町会自主活動グループへの支援

→継続するうえでの課題や問題点を明らかにし、開催内容、活動経

費、開催場所や曜日、開催回数等について、地域住民のニーズに応

じたプランをリーダーや町会役員とともに検討して計画していく。

・中道1丁目町会に打診をし、新たな健康教室の開催を検討してい

く。

・町会で継続した健康教室を開催していくことに対する問題点を明

らかにし、対策方法を検討していく。

・町会や町会館での活動状況を把握する。

・町会以外で実施されている活動について把握する。

・まだ地域活動に参加しておらず、参加を検討している高齢者に対

して情報提供を行い、参加につなげる。

・函館大谷短期大学の学生ボランティアに認知症カフェや地域ケア

会議の活動周知を行い、参加を促す。

・圏域内の寺とネットワークを構築し、活動について知ってもらう

ことで、活動に協力してもらえる体制を整える。

・自主活動教室の運営

に関する支援回数

・リーダーの負担に関

わるアンケート

・参加者へのアンケー

ト

・教室の開催回数

・教室の参加者数

・参加者へのアンケー

ト

・住民主体の活動の場

の把握数

・学生ボランティアの

活動への参加回数、参

加人数

・寺とのネットワーク

構築内容
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ウ　認知症総合支援事業

地域包括支援センター名：　西堀

【函館市地域包括支援センター運営事業業務処理要領抜粋】

オ 認知症総合支援事業

(ｲ)  認知症地域支援・ケア向上推進事業

a

b 　認知症の人とその家族を支援する相談支援や，支援体制を構築するための取組

c 　認知症カフェや介護教室等，認知症の人の家族に対する支援事業の実施

d 　認知症ケアに携わる他職種協働のための研修事業の実施

【令和元年度の取組】

（a）・認知症地域支援推進員連絡会参加　　 平成31年4月24日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和2年1月31日　　両日1名参加

　　・認知症サポーター養成講座開催　　　　 令和元年11月14日　亀田小学校PTA対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和元年12月4日　　鍛神小学校児童対象

　　・認知症ケアパス作成会議へ出席　　　　 令和元年5月16日、6月21日、7月18日、9月12日、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10月10日、11月22日、令和2年1月16日　　各日1名参加

　　・認知症初期集中支援チーム、チーム員会議へ出席　　毎月第2木曜日　各回1名参加

（ｂ）・総合相談内で認知症当事者や、家族も集うことができるにしぼりカフェを紹介し、相談しやすい関係が構築できるよ
　　　うな関わりを持った。

　　・にしぼりカフェに参加し、センターを周知することで、認知症当事者、家族が相談できるよう、顔を知ってもらうこと
　　　ができた。

（その他）・認知症カフェ企画運営者実践研修会参加　 令和元年7月12日、13日　両日1名参加

　　　　　 ・認知症地域支援推進員新任者研修参加　　 令和元年10月3日、4日　　両日1名参加

令和元年度　認知症支援推進員　活動報告書（認知症の取組）

　認知症の人に，状態に応じた適切なサービスが提供されるよう，認知症疾患医療センターを含む医療機関や

　介護サービス事業者，認知症サポーター等地域において認知症の人を支援する関係者の連携を図るための取組
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【令和２年度の取組予定】

１．認知症カフェの開催

　　法人西堀病院が令和元年度にしぼりカフェとして行っていた地域サロンを、今年度は市の基準に沿って改めて「認知症
　　カフェ」として開催できるよう企画する。年に2回予定。

２．認知症地域支援推進員連絡会、認知症初期集中支援チーム、認知症ケアパス作成に関しての会議の参加

３．認知症地域支援推進員の新任者研修への参加　　
　　1名参加予定

４．認知症サポーター養成講座の打診（鍛神小学校、亀田小学校、函館大谷短期大学）

５．圏域内における認知症カフェ開催におけるネットワーク構築
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エ　地域住民等に対する広報・啓発活動

【根 拠 法 令】総合相談支援業務（法第１１５条の４５第２項第１号）権利擁護業務（法第１１５条の４５第２項第２

　　　　　　　号）、函館市地域包括支援センター運営方針　等

【　目　的　】地域包括支援センターの認知度を上げ，地域住民からの相談件数が増えるよう，地域包括支援センター

　　　　　　　の周知を強化するとともに，総合相談を基本とした対応力の底上げを図る。

評価

〇主たる広報・啓発回数

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1.12末

3回 3回 3回

10回 16回 16回

3回 6回 2回

2回 1回 2回

〇広報紙の発行

・配布部数

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1.12末

1,738部 1,862部 2,198部

1,676部 1,916部 1,893部

1,741部 1,924部 1,933部

5,155部 5,702部 6,024部

・新規配布機関数への配布部数

30部

30部

40部

20部

50部

370部

〇リーフレット等の配布

配布月 対象者 部数

４月 町会役員 25部

５月 一般市民 3部

７月 在福委員 10部

８月 民生委員 23部

町会役員 23部

民生委員 22部

９月 在福委員 7部

薬剤師会 10部

町会役員 2部

在福委員 19部

町会役員 34部

10月 民生委員 24部

民生委員 26部

11月 民生委員 20部

町会役員 25部

見守り・支え合い・

認知症ガイド

高齢者虐待

火災予防・地域ケア会議

町会役員 20部
法テラス

火災予防・地域ケア会議

高齢者虐待

高齢者虐待・法テラス

高齢者虐待・

一般市民 10部

広報紙・高齢者虐待・

広報紙・熱中症

広報紙・手引き

広報紙

高齢者虐待

見守り・支え合い

消費者被害・出前講座

広報紙・出前講座

火災予防

広報紙・出前講座

広報紙

銀行

介護保険事業所

講演会

学校（教員・児童）

内容

夏発行

秋発行

合　計

町会（役員・区長）

民児協

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

住民に対する

広報・啓発活動

広報紙の発行

出前講座・講師派遣

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座

ﾘｰﾌﾚｯﾄ等の配布

①広報紙の発行について

・年３回発行し、高齢者の保健・医療・福

祉や生活等に関わる情報の提供や各種制度

等を掲載した。

・配布先については、関係機関等にすべて

持参し、設置・配布の主旨を説明すること

で理解を得られ、同時にセンターの活動を

周知することもできた。

・令和元年度における新規配布先は左記表

の通りで、今後も地域の高齢者の生活圏域

の関係機関、商業機関等への設置拡大に努

める。

・常時、地域住民や関係機関に情報が周知

されるよう、法人のホームページ内に広報

紙を掲載している。

②リーフレット等の配布

・リーフレットは、直接関係機関等へ出向

き、説明のうえで配布することで、内容の

理解を得ると同時に、センターの高齢者の

総合相談窓口としての機能を広く周知でき

た。

③出前講座・講師派遣について

・センター独自に作成した出前講座のメ

ニュー表を配布し、講座の開催や講師の派

遣が可能な旨を周知したが、依頼件数は減

少している。

・ひとつの町会では、出前講座の開催案内

を町会便り内に掲載し、回覧してもらう事

ができた。

・認知症サポーター養成講座は、いずれの

依頼機関においても、定例開催の流れを作

る事ができた。

・認知症に関する相談は昨年に比べ減少し

ており、高齢者自身や家族が早期に相談で

きるよう、認知症の正しい理解やセンター

の役割の周知に継続して取り組んでいく。

春発行
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

・高齢者が安心して生活で

きる地域づくりに必要な情

報として、認知症理解のた

めの情報提供、センターの

役割の周知、地域の見守り

ネットワーク構築の必要

性、さまざまな専門職種や

サービスの情報について、

広報紙や出前講座を通じて

地域住民へ広報・啓発す

る。

・圏域の高齢者の諸問題を

早い段階で誰かに伝え、早

期に対応することで、地域

で支え合う体制づくりを行

うことを広く周知する。

①広報紙・リーフレットによる広報・啓発

・広報紙の発行、配布およびホームページへの掲載を行う。

→年３回（7月・11月・3月）に発行する。

→掲載内容の検討、発行までの進捗管理等を行うため、毎月担当者

による会議を開催する。

＜掲載予定内容（一部）＞

　総合相談（センターについて等）

　権利擁護（高齢者虐待・成年後見制度・消費者被害等）

　地域ケア会議

　認知症

　地域の支え合いや見守り

　地域の社会資源

　健康づくり・介護予防

　在宅高齢者サービス・介護保険制度

＜配布先や配布方法＞

　圏域内の配布先に職員が出向いて依頼する。

　町会回覧版により配布する。

　民生児童委員協議会の定例会で配布する。

　出前講座や講師派遣で配布する。

　地域の懇親会や町会行事等で配布する。

　新規配布先を拡大する。（地域との関わりが希薄な地域住民にも

　情報が行き渡るよう、多くの住民が出入りする場所等に配布・設

　置を依頼する。）

②各種リーフレット等の配布

・道や市、センター独自等のリーフレット等を配布する。

＜配布先や配布方法＞

　圏域内の配布先に職員が出向いて依頼する。

　町会回覧版により配布する。

　民生児童委員協議会等の定例会で配布する。

　出前講座や講師派遣で配布する。

　地域の懇親会や町会行事等で配布する。

　各種相談対応時や見守りネットワーク事業の訪問時に配布する。

③出前講座・講師派遣による広報・啓発

・地域住民や諸団体、学校、民間企業等へ出向き、出前講座や各種

講演を実施する。

→依頼数が減少しているため、メニュー表や周知方法を見直し、開

催数を増やす。

・広報紙の発行回数及

び配布先、配布数、掲

載内容

・リーフレット等の配

布回数及び配布先

・出前講座・講師派遣

回数

・認知症サポーター養

成講座の回数
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エ　地域住民等に対する広報・啓発活動

評価

〇出前講座・講師派遣

・実施状況

実施月

８月 センターについて・

９月 町会役員 34人 センターについて

・依頼機関

グループホームかがやき、東富岡町会

〇認知症サポーター養成講座

・実施状況

実施月

11月 一般市民 10

12月 教員・児童 62

・依頼機関

亀田小学校ＰＴＡ、鍛神小学校

〇事業内容に係る広報・啓発回数

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1.12末

11回 12回 10回

4回 11回 6回

5回 4回 1回

8回 10回 10回

6回 9回 8回

2回 2回 1回

3回 3回 2回

2回 4回 3回

Ｉ介護予防 7回 5回 6回

6回 6回 6回

0回 8回 11回

1回 2回 3回

※業務別啓発内容

　総合相談　　：A、B、C、D

　権利擁護　　：E、F、G　　

　地域ケア会議：H、I

　地域の支え合い・介護予防：I、J、K

　健康づくり　：I

　住宅改修　　：L

啓発内容

Ａセンターについて

Ｊ地域の見守り

Ｋ地域の社会資源

Ｌ住宅改修

対象者 内容

施設職員 8人
高齢者虐待

令和元年度　活動評価

実績
事業内容

Ｈ地域ケア会議

Ｂ介護保険制度

Ｃ在宅高齢者サービス

Ｄ認知症

Ｅ高齢者虐待

Ｆ成年後見

Ｇ消費者被害

住民に対する

広報・啓発活動

対象者

④総合相談にかかる広報・啓発

・広報紙やリーフレット等の配布や出

前講座等で、センターの事業主旨や内

容を広く周知する事で、センターが高

齢者の総合相談窓口だとの認識を深め

ることができ、同時に高齢者に関する

諸問題の解決のための啓蒙ができた。

⑤権利擁護にかかる広報・啓発

・独自の出前講座メニュー表の配布に

より、依頼を受ける事ができた。

・函館市の「虐待防止月間」に合わせ

て、権利擁護事業に関する記事を掲載

した広報紙を配布することで、より強

く印象づける周知を行うことができ

た。

⑥地域ケア会議にかかる広報・啓発

・広報紙やリーフレット等の配布や出

前講座等の周知を行った。ひとつの町

会では、懇談会で周知方法をともに検

討したほか、出前講座の開催案内を町

会だより内に掲載し、回覧してもらう

ことができたが、地域住民の参加には

至らなかった。

⑦地域の支え合いや介護予防にかかる

広報・啓発

・継続した広報活動により、本人や家

族以外の地域住民や民生委員等からの

相談や通報が増加した。

⑧健康づくりにかかる広報・啓発

・広報の継続と同時に、健康づくり教

室が開催され、定着感が強い。さらな

る活動への参加希望も寄せられてお

り、健康意欲向上の啓蒙ができてい

る。

⑨住宅改修にかかる広報・啓発

・広報は継続されているが、相談対応

時においても認知度が低く、周知の充

実度合いが低調な感が否めない。
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画

④総合相談における計画

・センターの認知度に関するアンケートを実施する。

⑤権利擁護事業における計画

・圏域内の介護保険事業所や地域関係者との懇談会、地域の担い

手・地域住民向けの出前講座等で、権利擁護をテーマとした事例検

討会や研修会を開催し、早い段階で困りごとを誰かに伝えられる人

が増えるように広報・啓発する。
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②　介護予防・日常生活支援総合事業 ※令和２年度から第２層生活支援コーディネーター業務へ移行

イ　一般介護予防事業

（ｱ）　地域介護予防活動支援事業（高齢者の生きがいと健康づくり推進事業）
【根 拠 法 令】法第１１５条の４５第１項第２号

【　目　的   】地域の高齢者に対して，介護予防に対する意識を高め，自立した生活の継続と社会参加の促進を図るため，

　　　　　　   健康づくり教室を開催し，健康づくりに関する活動の体験や知識の普及を行う。

評価

〇新規教室

開催回数 参加者(実) 参加者(延) 1回平均 1人平均

鍛冶 12回 16人 136人 11.3人 8.5回

9人

・ 教室後に維持・向上した人数と割合

人数 割合

9人 100.0%

8人 88.0%

9人 100.0%

9人 100.0%

・ 地域（町会や近所）との交流状況（複数回答）

教室前 教室後

0人 0人

3人 6人

2人 2人

2人 2人

0人 1人

0人 0人

1人 0人

・ 参加した感想

人数 割合

6人 66.6%

3人 33.3%

0人 0.0%

0人 0.0%

・ 今後の取り組みについて（複数回答）

人数 割合

8人 88.8%

4人 44.4%

0人 0.0%

0人 0.0%

0人 0.0%

＊ 次年度の方向性 .

自分で介護予防に取り組んでみようと思う

あまり考えていない

解散

この教室で活動したい

よかった

あまり良くなかった

期待はずれだった

事業内容
令和元年度　活動評価

実績

社会活動の頻度

とてもよかった

知っている人がいない

知り合う機会がない

評価対象者数

あまり

ない

①新規教室（鍛治）

・鍛治町会館を利用し、全12回開催するこ

とができた。

・計画の段階から町会役員や区長、班長、

民生委員と意見交換を実施した。次年度の

リーダーとなりうる人材の発掘には至らな

かったが、教室運営の協力体制を構築する

ことができた。

・開催の周知では、特に団地間の関係が希

薄になっている現状や町会未加入者にも参

加を促したい意図から、団地には先行して

パンフレットを配布し、時期をずらして町

会の回覧板を利用して周知を図った。結果

として町会未加入者の参加は叶わなかった

が、普段町会の回覧板をあまり見ることが

ない方にも参加していいただくことができ

た。

・次年度のリーダーになりうる人材の発掘

ができなかったことで、解散となってし

まったが、教室内で顔見知りになった参加

者同士がつながり、助け合っていることが

分かった。

・健康づくり教室の存在が、介護予防だけ

でなく、期間限定ではあるが、地域のコ

ミュニティのひとつとして、住民の交流の

場になっていたことが分かる。

②継続教室（富岡町１丁目）

・2年目の活動教室として全12回を開催で

きた。

・当初から自主活動に移行する予定であっ

たため、リーダーとともに日程や内容等に

ついて検討した。次年度の活動を検討から

運営までの流れを知ってもらうことができ

た。

・令和2年度は、自主活動教室として継続

する見込みである。

健康づくり教室

（新規・継続・自主）

生活面で協力し合う

ほかの教室にも参加する

ほかの教室にも参加したいが難しい

主観的健康観

運動や趣味活動

外出頻度

ある

挨拶程度

立ち話をする

行き来がある

町会行事に参加している
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※令和２年度から第２層生活支援コーディネーター業務へ移行

【　目　的   】地域の高齢者に対して，介護予防に対する意識を高め，自立した生活の継続と社会参加の促進を図るため，

事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画
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（ｱ）　地域介護予防活動支援事業（高齢者の生きがいと健康づくり推進事業）

評価

〇継続教室（２年目）

開催回数 参加者(実) 参加者(延) 1回平均 1人平均

富岡１丁目 12回 13人 100人 8.3人 7.6回

8人

・教室後に維持・向上した人数と割合

人数 割合

6人 75.0%

8人 100.0%

8人 100.0%

8人 100.0%

・地域（町会や近所）との交流状況（複数回答）

教室前 教室後

0人 0人

2人 3人

3人 3人

5人 5人

0人 0人

0人 0人

0人 0人

・参加した感想

人数 割合

6人 75.0%

2人 25.0%

0人 0.0%

0人 0.0%

・今後の取り組みについて（複数回答）

人数 割合

7人 87.5%

4人 50.0%

0人 0.0%

0人 0.0%

0人 0.0%

＊次年度の方向性

実績

社会活動の頻度

評価対象者数

健康づくり教室

（新規・継続・自

主）

とてもよかった

よかった

あまり良くなかった

期待はずれだった

この教室で活動したい

ほかの教室にも参加する

ほかの教室にも参加したいが難しい

あまり考えていない

自主活動教室として継続

事業内容
令和元年度　活動評価

行き来があるある

挨拶程度

主観的健康観

運動や趣味活動

外出頻度

町会行事に参加している

生活面で協力し合う

あまり

ない

知っている人がいない

知り合う機会がない

自分で介護予防に取り組んでみようと思う

③自主活動教室

・東富岡町会で以前活動していた自主活動

グループが活動を再開している情報を得

て、状況確認のため参加した。

・町会館の休館日に開催しているため、公

に周知はせず、仲間内だけで開催を継続し

ている状況を確認した。

・少人数での開催（参加者8名）のため、

講師の依頼料について負担が大きく、活動

の継続が難しい現状があった。次年度も自

主活動グループとして継続していきたい希

望はあるものの、内容や講師については課

題があるため、今後は自主活動支援として

支援する必要性を確認することができた。

④新規、継続共通

・教室開始前・終了後に実施するアンケー

トについては，教室前の回答を確認しなが

ら教室後の回答を記載できるよう工夫した

ことで、より正確な状況が把握できたと考

えることができる。

・両教室のアンケート結果から、若干名が

主観的健康観、運動や趣味活動について低

下していると回答しているが、健康教室開

催中に教室外での怪我や持病の悪化による

ものと考えられ、健康教室実施後の評価と

してはおおむね全般、維持向上していると

考えられる。

・全体を通して、「この教室で活動した

い」と希望する割合は8割以上と高いが、

主に自分が活動を運営していきたいという

ような声はなかなか聞かれない。リーダー

は1人とは限らず、複数で協働することも

できることを伝えていきながら、負担が偏

る事のないような工夫や運営についての疑

問等を相談しやすい環境づくりも必要にな

ると考えられる。

・今後の取組みについて、自主活動教室へ

の参加を希望する人の割合が8割以上と高

いことから、活動の必要性は理解している

と考えられる。しかし、教室参加中の会話

の中には「家に帰るとなかなか運動しな

い」等の声が聞かれていたため、自宅での

実践はなかなか難しい様子がうかがえる。

アンケートの項目に自宅での実践の是非が

把握できるような内容を加えるなどの工夫

をすることで、量的評価ができるのではな

いかと考える。

立ち話をする
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事業目標 計画 評価指標

令和２年度　活動計画
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